
１．協働によるまちづくりの推進

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 1

【総務課】町民の町政への参画を促進し、町政の透明性の向上を図ることを目的と
して、施策立案などを行う時、その案を公表し、広く住民の意見を募るパブリック
コメントを制度化するものです。
　南関町パブリックコメント手続要綱を制定し、平成２０年４月１日から実施。

○ 関係課 2

【総務課】Ｈ１７年総合振興計画に反映させるため、住民アンケートや校区ごとに
ワークショップを開催し、町民参加の促進を図りました。
【教育課】Ｈ１８年運動公園整備計画について、住民アンケートを実施し、町民参
加の促進を図りました。

○ 関係課 3

【教育課】歴史的景観町並みづくり条例を制定し、自然と環境が調和した南の関ら
しい歴史的景観を保全、創造する地域団体等を育成・支援することにしています。
助成金は、事業費の４分の１以内で、３０万円までとなっています。
　平成１７年４月１日条例施行。　実績１件３０万円（Ｈ１８年度）
【福祉課】高齢者の要介護認定者の抑制、重度化の抑制をすることを目的として、
介護予防の取組みを地域で活動するボランティア団体を新たに組織し支援してきま
した。（平成１９年度～）

○ 関係課 4

【教育課】ボランティア団体「南関宿場町伝楽人」による、南関御茶屋跡の管理運
営とともに、地域伝統行事等の実施の推進を図っています。

○ 総務課 5

【総務課】協働によるまちづくりの推進には、情報の共有ということが大切であ
り、広報なんかんやホームページを活用し、積極的な情報発信に努めることにして
います。
○公文書開示請求状況
　　　　　　開示請求　　　開示決定　　　一部開示決定　　　非開示決定
１８年度　　　　１件　　　　　１件　　　　　　　０件　　　　　　０件
１９年度　　　　４件　　　　　３件　　　　　　　０件　　　　　　１件

○ 総務課 6

【総務課】広報については、研修会等に積極的に参加し、より親しみやすい紙面づ
くりに努めています。ホームページについては、平成１８年度に検討委員会で検討
し、平成１９年度からリニューアルを実施しました。
　住民票の交付申請書や施設の交付申請書などもダウンロード可能となりました。

○ 総務課 7

【総務課】窓口における新規転入者への案内を行うなど、加入促進に努めていま
す。

推　　進　　状　　況№
細項目

住民団体等の基盤づくり支援

住民主体による行事等の実施の推進

ワークショップ方式等による町民参加の推進

小項目

(2) 情報公開の推進

情報公開の充実

広報誌、ホームページの充実

防災行政無線の加入促進

　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

住民参加システムの導入

(1) 地域住民との協働
　の推進

改　革　の　項　目 実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署

パブリックコメント制度の導入

中項目

住民活動の促進
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

２．情報化の推進と行政サービスの向上

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 8

【総務課】光ファイバーによるブロードバンド基盤整備については、民間事業者の
試算では約９億円の経費が発生し、採算性から民間事業者での整備は現在のところ
可能性が少ないと思われます。また、町が単独で整備する場合、国の補助を受けて
整備したとしても約２億円の負担と、整備後の施設の更新費用約６億円を考慮する
と、財政的に負担が大きくなります。
　そこで、当町でも一部普及しているＡＤＳＬのエリアの拡大を検討することが財
政的にも実現性が高いと判断し、（現在、ＡＤＳＬの提供地域は町全体の約６０％
であり、残りの坂下、四ツ原、肥猪、宮尾地区についての対策が必要。）まずは、
坂下交換局においてＡＤＳＬの利用が出来るよう民間事業者に要望し、その費用の
一部を町が補助する方策が妥当であると考えました。その結果、　Ｈ１９年５月１
日通信事業者に坂下エリア（坂下、四ツ原、宮尾地区）でのＡＤＳＬサービス提供
に係る提案依頼を行い、Ｈ１９年５月２５日ＮＴＴ西日本に業者決定しＨ１９年１
２月２５日坂下エリアにおいてＡＤＳＬサービスが開始されました。
　また、肥猪、肥猪町地区については、ＡＤＳＬでの対応ができないため、携帯電
話の通信技術を利用したインターネット利用を検討しています。

○ 総務課 9
【総務課】Ｈ１７年度完了

○ 総務課 10

【総務課】今後５年間のシステム（電子入札、統合型ＧＩＳ、文書管理尾システム等）
導入計画を策定中です。
　平成２０年電子入札システム導入、平成２１年運用開始（当分の間、紙入札と併用）

○ 総務課 11
【総務課】熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会にて開発予定。

○ 総務課 12
【総務課】熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会にて開発予定。

○ 関係課 13

【総務課】平成１９年度中に汎用型ＧＩＳについて熊本県・市町村電子自治体共同
運営協議会にて開発済み。
　平成２０年８月から運用開始。
　総合型ＧＩＳについては、地籍の土地情報システムの更新に伴い、ＷＥＢシステ
ムを導入し、個別ＧＩＳからの移行を図る。
【住民課】Ｋ２００で管理している地籍図データに地番図整備、航空写真撮影、及
びデジタルオルソ作成を行うことを検討中（Ｈ２０年度）

○ 総務課 14

【総務課】平成１８年６月に、職員に対する個人情報保護に関する意識教育を実施
しました。
　平成１８年１２月までに、ウイルス対策の強化及びコンテンツフィルター（不良
サイトへのアクセス防止）の導入を実施しました。
　平成１７年３月３１日付け策定のセキュリティーポリシーを、平成１９年４月１
日付けで改定。
　平成１９年４月１日付けで情報セキュリティ対策実施マニュアル及び総合行政シ
ステムの運用マニュアルを作成し職員に周知した。

推　　進　　状　　況

電子決裁の導入

情報化推進計画の策定

細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署 №

改　革　の　項　目

中項目 小項目

総合的な電子化の推進

町内の高速通信網整備の促進

総合行政システム更新事業（リプレース）の実施

(1) 電子自治体の推進

文書管理システムの更新（リプレース）

ＧＩＳ（地理情報システム）導入の検討

セキュリティー強化対策の推進
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 関係課 15

【住民課・福祉課】
　Ｈ１７年１２月～Ｈ１８年１１月（月・水・金）１７時３０分～１９時
　Ｈ１８年１２月～Ｈ１９年３月（水・金）　　　１７時３０分～１９時
　Ｈ１９年４月から本格実施
　実績（Ｈ１９年４月～Ｈ２０年３月）
　町民　１６８件　　　　１０１日　　　　１．６６件/日
　税務　　４２件　　　　１０１日　　　　０．４２件/日
　福祉　　３０件　　　　１０１日　　　　０．３０件/日
　実績（Ｈ２０年４月～Ｈ２０年９月）
　町民　１００件　　　　　５２日　　　　１．９２件/日
　税務　　３１件　　　　　５２日　　　　０．６０件/日
　福祉　　１８件　　　　　５２日　　　　０．３５件/日

○ 関係課 16

【住民課】窓口延長業務を本格化し、休日窓口業務は当分の間様子をみることにし
ています。戸籍関係届出等（出生、死亡、婚姻）は受付を行っています。

○ 総務課 17

【総務課】熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会にて開発の「よろず申請本
舗」にて平成１７年３月１日より運用開始。
平成１６年中（２７手続き）県１５市町村１２
平成１７年中（２２６手続き）県１１０市町村１１６
平成１８年中（１６８手続き）県１００市町村６８
平成１９年中（２０１手続き）県１０４市町村９７
平成２０年中に２００手続きを追加予定。

○ 総務課 18

【総務課】未設置であるが、全ての職員が積極的に案内を行うよう心がけていま
す。

○ 総務課 19

【総務課】機構改革にあわせ、分かりやすい案内板を、１８年度当初設置しており
ます。

○ 関係課 20

【全課】職員研修の中に接遇マナーを取り入れ、職員の意識改革に取り組んでいま
す。
　随時、朝礼等で、意識改革を行っている。

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署 № 推　　進　　状　　況

改　革　の　項　目

中項目 小項目 細項目

受付窓口の設置

接遇の改善

窓口時間の延長

休日における窓口対応の検討

窓口サービスの見直し

ＩＴ化（インターネット手続き）の充実

(2) 住民サービスの
　　向上

分かりやすい案内板の設置

庁舎・施設環境の改善

3



　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

３．組織・機構の整備

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 21

【総務課】平成１８年４月から、町長部局８課１室を６課に、教育委員会２課を１
課に改編しました。（１０課１室を７課に）
　①総務課（総務課・企画振興課）
　②経済課（農林課・商工観光課）
　③住民課（町民課・税務課）
　④福祉課（福祉生活課）
　⑤建設課（建設課）
　⑥会計課（収入役室）
　⑦教育課（社会教育課・学校教育課）

○ 総務課 22

【総務課】
　平成１８年４月から、全３４係を２６係に改編しました。（１０減２増）
　係制を廃止しグループ制とすることについては、現在のところ、将来の導入を考
慮しながら研究していく方針です。
【住民課】平成２０年１０月から、内部の編成で住民税係、固定資産税係を収納
班、賦課班に事務分担を行った。

○
総務課
会計課

23

【総務課、会計課】平成１８年６月末の収入役退任後、会計課長が職務代理者とし
て執務しました。
【総務課、会計課】自治法改正により、平成１９年４月１日から、助役に代えて副
町長を置き、収入役を廃止し会計管理者（一般職）を置いています。

○ 関係課 24

【教育課】図書館長廃止（Ｈ１７年７月～）
　　　　　公民館長廃止（Ｈ１８年４月～）
　　　　　人権教育指導員設置（Ｈ１８年４月～）

○ 総務課 25

【総務課】総務課長（各課長）は、賃金、報償費、需用費、役務費、委託料、使用
料及び賃借料、原材料費、備品購入費、扶助費、公課費について１０万円（５万
円）までは専決処理することができることになっています。
　これを総務課長２０万円、各課長１０万円とし、財務会計事務の効率化・簡素化
を図ることにしています。
　平成２０年４月１日施行。

○ △10% 関係課 26

【教育課】社会教育委員を５人から６人にし、公民館運営審議会委員を兼ねること
としました。公民館運営審議会委員１０人減。
　条例、規則等に基づく委員等については、それぞれの担当課で対応している状況
である。
【福祉課】要綱等で定めた委員会については、平成２０年度から見直しを検討して
いきます。

○ △10% 関係課 27

【総務課】振興計画審議会委員定数２０人を１６人に（Ｈ１８年度～）
【経済課】農業委員会委員定数２４人を２０人に（Ｈ１９年度～）
【住民課】廃棄物減量等推進員１７１人を廃止（Ｈ１９年度～）
【建設課】上下水道整備審議会１５人を１２人に（Ｈ１８年度～）

○ 総務課 28

【総務課】住民との協働のまちづくりを進めるため、各種委員等の選任方法として
一般公募の方法を推進していくことにしています。
　南関町男女共同参画懇話会委員については２人の一般公募を行いました。

○ 総務課 29
【総務課】町長、副町長、教育長、総務課長、総務課審議員、関係課長による選任
委員会の設置に向け、検討しています。

○ 総務課 30
【総務課】区長会等で説明を行っていますが、地域コミュニティの再編を伴うこと
への不安感もあるようで、更に推進していくことにしています。

○ 総務課 31

【総務課】区長制度の見直しによる行政区の統合（案）を区長会で説明し、それぞ
れの区での検討をお願いしているところです。
　統合案　第一校区　　４２区を７区へ
　　　　　第二校区　　１８区を７区へ
　　　　　第三校区　　　９区を４区へ
　　　　　第４校区　　２１区を３区へ

推　　進　　状　　況

(3) 行政区等の再編
　・統合

区長制度の見直し

小規模行政区域の統合の推進

№

特別職の非常勤職員の廃止等の検討

課・係の統廃合

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署

改　革　の　項　目

係の再編又は係制度の見直し

委員等選任委員会の設置

委員等の選任方法の見直し

中項目 小項目 細項目

(1) 組織・機構の改革

助役の収入役職務兼務　※

決裁権限の見直し（財務決裁：総務課長20万円、課長10万円）

審議会・委員会等の整理・統合の推進

審議会・委員会等の定数の見直し

委員等の選任方法の見直し

(2) 審議会・委員会等
　の整理・統合

課の統合
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

４．行財政システムの簡素化・効率化

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 32

【総務課】効率的で効果的な行財政運営を確保するため、町が行う事務事業を事業
成果の観点から客観的に評価する、「南関町事務事業評価実施要項」を作成中で
す。
　平成２０年度に試行実施。

○ 住民課 33

【住民課】資源回収事業奨励金の見直しを行いました。
平成１８年４月から、５円／㎏を３円／㎏（新聞紙、雑誌、ダンボール等）
　　　　　　　　　　３円／㎏を２円／㎏（金属類）
　　　　　　　　　　３円／本を２円／本（ビン類）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ１７比較
　　　Ｈ２０年度予算額　　１，１１０千円（－８１５千円）
　　　Ｈ１９年度決算額　　１，１０９千円（－８１６千円）
　　　Ｈ１８年度決算額　　１，０９７千円（－８２８千円）
　　　Ｈ１７年度決算額　　１，９２５千円
今後の見直しについては、今しばらく様子を見ることにしている。（Ｈ２０年度）

○ 関係課 34

【経済課】関所まつり、陶器梅まつりについては、これまで別々に行っていた実行
委員会をＨ１８年度から一本化し、今後の方向性を議論していただいてきました
が、それぞれにまつりの性格が違うというような理由から、従来どおりの開催と
なっているところです。

○ 総務課 35

【総務課】各課が予算を持ち、注文、納品も各課で個別に行っていましたが、原課
でしか使用しない特別なものを除き、一般の消耗品は全て総務課で一括集中管理
し、効率化とともにコスト削減に取り組んでいます。

○ 総務課 36

【総務課】各事業所（保育所、延寿荘、教育委員会、給食センター）で行っていた
臨時職員の雇用保険、社会保険の取得・喪失手続き等については、平成１８年５月
から事業所を統合し（労災のみ給食センターは別）、総務課で一括して処理するこ
とにより、同類事務の簡素化・効率化を図っています。

○ 関係課 37

【総務課】各所属から個別に配付されていたチラシ等を、早めに事業計画をたてる
などにより広報の記事とし、事務の簡素化・効率化を行っています。
　また、翠の風など定期刊行物を同一業者とすることにより、広報への綴じ込みが
可能となり、事務の簡素化・効率化を図っております。

○ 関係課 38
【全課】使用済み用紙の裏紙の利用を徹底するとともに、両面印刷の推進を行って
おります。

○ 関係課 39
【総務課】郵送から、シルバー人材センターへの委託に変更することにより、封入
事務が不要となり、加えて通信費の削減ができました。

○ 関係課 40

【全課】分かりやすく簡素なものとするため、随時取り組んでいます。
【住民課】日直業務における死亡届等の申請手続きの簡素化と迅速化を進めるた
め、システム改修を行いＨ２１年度から実施予定。

○ 総務課 41
【総務課】復命書、防災行政無線放送依頼書等Ｂ版用紙をＡ版に変更しました。

○ 関係課 42
【総務課】メールの利用により、ペーパーレス化とともに会議開催の縮減に取り組
んでいます。

○ 関係課 43 【全課】各課において取り組み中です。

○ 総務課 44

【総務課】現在、職員の出・退庁は主に「タイムカード」で管理していますが、設
置していることによる効果も少なからずあり、廃止することについては、今後慎重
に検討していくことにしています。

○ 総務課 45
【総務課】平成１８年３月からデータベースで管理中で、庁内ＬＡＮで検索可能と
なりました。ホームページ掲載は平成１８年度に行いました。

○
総務課
関係課

46
【総務課】会議文書などは可能な限りメール送信を行うことにし、ペーパーレス化
を推進しています。

推　　進　　状　　況

事務事業の見直し

細項目

改　革　の　項　目
№

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署

小項目

各種行事等の整理合理化 イベントの統廃合の推進　※

中項目

臨時職員等の保険手続きの合理化　※

会議文書等のペーパレス化の推進

会議の効率化　※

広報なんかんの利用拡充　※

両面印刷の推進（資源活用、文書減量）※

資源回収事業の見直し

電算処理業務の改善

区外住民への文書等発送の効率化　※

事務処理のマニュアル化推進　※

例規のデータベース化　※

(1) 事務事業の見直し

事務事業評価システムの導入　※

事務の簡素化・効率化

公文書のＡ版化　※

申請手続等の簡素化　※

タイムカードの廃止　※

消耗品予算管理の一元化　※
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 47

【総務課】「民間でできるものは民間で」の流れが進み、各自治体では、民間活力
導入の検討が進められていますが、町ではこれまでの行政改革等により、ごみ収集
や町道維持管理業務が直営から民間委託等に改善されています。今後ますます職員
数の削減が進められることなどから、民間委託等によりサービスの向上、事務の簡
素化・効率化、コスト削減等が図られる行政事務について、個人情報保護対策にも
注意しながら調査・検討していくことにしています。

○ 関係課 48

【全課】民間委託の事務の調査・検討の成果を踏まえ、委託可能な事務から随時導
入を図ることにしています。

○ 総務課 49

【総務課】応札価格が契約内容どおりには履行されない恐れがあるときなど、品質
確保や施行体制を確実なものにするため、庁内の審査委員会等で調査するものです
が、今後の入札においては競争原理を尊重しながら、要綱等を整備していくことに
しています。

○ 総務課 50

【総務課】熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会にて開発予定であり、本シス
テム導入と併せて協議予定です。
　平成２０年システム導入、平成２１年運用開始（当分の間、紙入札と併用）

○ 総務課 51

【総務課】平成１９年２月の国の通達では、直ちに一般競争入札を導入することが
困難な市町村においても、当面１年以内に取組みの方針を定め、一般競争入札に必
要な条件整備を行い、速やかに実施すること、となっています。
　本庁においても、一般競争入札に必要な要綱制定等の準備を進めているところで
す。
　落札率の推移
　Ｈ１７：９５.９％　　Ｈ１８：９６.３％　　Ｈ１９：９４.８％
　なお、平成１９年度に試行的に条件付一般競争入札を７件執行しました。
　落札率は９０.５％でした。

○ 総務課 52

【総務課】透明性、公正性、競争性の確保を図るくじによる入札参加の決定方式
は、Ｈ９年に実施要綱を制定・施行しましたが、一度も適用することなく今日に
至っています。今後は一般競争入札導入とともに検討していくことにしています。

○
総務課
関係課

53

【福祉課】保育園の統合、民営化を推進している中で、Ｈ２０年度の民営化を目指
す第４保育園について、運営方針や事業計画、収支計画などプロポーザル方式によ
る選考を行いました。

推　　進　　状　　況

事務の民間委託の導入　※

くじによる選定方式の運用促進

入札方式の改善

行政事務の民間委託の推進

一般競争入札の運用促進(3) 公共工事の改善

低入札価格調査制度導入の検討

電子入札制度導入の推進

設計プロポーザル（提案）方式の運用促進

(2) 民間委託等の推進

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署 №

民間委託の事務の調査・検討　※

改　革　の　項　目
中項目 小項目 細項目
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

５．職員の配置、定員及び給与の適正化

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 54
【総務課】職員のやる気を更に促進し、職員各自の資格、経験や適正を十分に活か
すため、「南関町職員自己申告制度実施要綱」を策定し、Ｈ１９年４月１日から施
行しています。

○ 総務課 55
【総務課】Ｈ１８年４月１日における人事異動については、組織機構の大幅な改編
に伴う事務処理など執務環境の整備を行う必要もあり、３日前に内示しました。内
示制度については平成１９年度も継続しています。

○ 総務課 56

【総務課】人事異動は、基本的には３年から５年を目途に行われておりますが、専
門的な分野の部署の一部においては、長期在職者もいる状態にあります。多様な人
材の活用を図ることは大変重要であることから、定員管理計画等において十分な検
討を行い、長期在職者の異動についても推進することにしています。

○ 総務課 57 【総務課】平成１８年４月１日付けで、女性係長１名増加しました。

○ 総務課 58

【総務課】地方分権が進む中、多様化・高度化する住民ニーズに的確に対応するた
めには、専門的な知識を有する土木技術員、建築技術員、看護師、保健師、栄養士
など技術系職員の適正な配置が必要となっています。
　そこで、定員管理計画に基づき、技術系職員と事務系職員の計画的採用を行って
いくことにしています。
　Ｈ１９年度は事務系職員３名の採用を行いました。
　Ｈ２０年度は事務系職員１名の採用を行いました。

○ 総務課 59

【総務課】臨時職員配置の必要性を十分検討して配置することにしています。
　また、委託職員の配置についても、引き続き検討していくことにしています。

○ △8% 総務課 60

【総務課】平成１７年度に策定した定員管理計画に基づき、退職者の２分の１採用
を原則とした定員管理に努めることにしています。
平成１７年度１５０名を平成２２年度には１３３名とする計画。
（削減率１１％）

○ 総務課 61

【総務課】再任用制度については、高齢化社会を迎える中、職員が長年培った能力
や経験を有効に活用するとともに、公的年金の支給開始年齢の引き上げに伴う等の
ために、Ｈ１１年に地方公務員法が改正され、再任用制度が導入されました。
　しかし、小規模自治体の本町においては、職員削減の中、どのような職務がある
のか検討を重ねています。職員の行政経験から税の滞納徴収や用地交渉等は考えら
れますが、近隣の町でも導入は進まず、本町でも再任用制度導入については条例も
未制定であり、今後、再任用制度に適する職員の更なる検討を行うことにしていま
す。
　任期付職員制度については、少子高齢化の進む中、育児休業をより取得しやすい
ように、地方公務員の育児休業に関する法律の改正が行われ、職員の育児休業の代
替職員として、任期を定めて採用することができる制度（職員に含まなくてよい）
が導入され、本町においても条件整備ができ、運用は可能な状態にあります。
　しかし、育児休業期間は１年未満がほとんどであり、他の職員でカバーしたり、
臨時職員で対応しているため、運用についての必要は感じられませんが、育児休業
が３年に及ぶ場合には法令上いつでも可能な状態にありますので、その運用に努め
ることにしています。

○ 総務課 62

【総務課】国家公務員、地方公務員を問わず、行政改革推進には職員定数削減が必
須条件であり、勧奨退職制度の利用促進が必要です。
　しかし、Ｈ１８年４月から給与構造改革が進められ、小規模自治体においては単
独での財政が厳しいため、退職手当組合に加入しており、勧奨による退職金の割増
もある。
　また、その他の制度の充実を図る必要があり、南関町一般職の職員の個別勧奨退
職要綱を改正し、勧奨制度の活用を促進しています。
　Ｈ１７年度の早期退職者は２人。Ｈ１８年度の早期退職者は１人
　Ｈ１９年度の早期退職者は３人。Ｈ２０年度の早期退職者は１人（９月末）

推　　進　　状　　況担当部署

希望調査制度の導入

人事異動の見直し
内示制度の創設

長期在職者の異動の推進

女性職員の職域拡大（役職登用等）

実施予定年度　＊数字は数値目標改　革　の　項　目

中項目 小項目 細項目

臨時職員等の配置基準内容の明確化による配置の推進

定員管理計画の策定　※

技術職員と一般事務職員の計画的な採用

再任用制度・任期付職員制度導入の検討　※

№

(2) 職員数の適正化

(1) 職員配置の適正化

勧奨退職制度利用の促進　※
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 63 【総務課】平成２０年度検討中。

○ 総務課 64
【総務課】平成１８年度から廃止しています。

○ 総務課 65

【総務課】勤勉手当の基礎額改正につきましては、「給料月額」に「扶養手当月
額」を加算した額を「勤勉手当の基礎額」としていましたが、「給料月額」のみと
しました。また、「扶養手当月額分」を「給料月額」に加算した合計額を勤勉手当
額の支給限度額とし、勤務評価に応じ、４段階に分けて支給することができるよう
にしました。（Ｈ１８．４．１）

○ 総務課 66
【総務課】平成１８年４月１日から、総務課長以外は９％から７％へ減額改定しま
した。また、機構改革に伴い支給対象者は１５人から９人となりました。

○ 総務課 67
【総務課】平成１８年４月１日から、保育手当、介護手当、税務手当を定額化し特
殊勤務手当の削減に取り組んでいます。

○ △10% 総務課 68
【総務課】職員配置の改善を行うとともに事務の効率化を図ることにより、５年間
で１０％の削減に努めることにしています。

６．職員の意識改革と能力開発の推進

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 総務課 69
【総務課】徹底したコスト削減意識等を醸成するため、民間への研修参加を促進す
ることにしていますが、現在のところ未実施となっています。

○ 総務課 70
【総務課】南関町職員提案規定として、Ｈ１９年４月１日から導入しています。

○ 総務課 71

【総務課】平成１８年度は、個人情報保護、法制執務の研修等を実施しました。人
権研修は例年のとおり実施。
　平成１９年度は、短期救命（心肺蘇生法）講習会、健康づくり研修会等を実施し
ました。人権研修は例年のとおり実施。
　平成２０年度は、現在までに町の財務研修、人権研修を実施しました。

○ 総務課 72
【総務課】広域等の研修で実施しています。

○ 総務課 73
【総務課】制度導入の決定後に実施します。

○ 総務課 74

【総務課】職員の資質向上につながるような、県との人事交流は必要ですが、現在
のところは未実施です。
【住民課】平成２１年度に税務職員を県に派遣することにしている。

○ 総務課 75
【総務課】平成１９年１２月に策定。

○ 総務課 76

【総務課】平成１８年１１月１日に、助役、教育長、所属長による人材育成基本方
針策定委員会を設置し、職員の意識調査のためのアンケートを経て、平成１９年１
２月に人材育成基本方針を策定しています。この基本方針を基に制度の導入につい
て検討しています。

○ 総務課 77
【総務課】今後検討予定です。

担当部署 № 推　　進　　状　　況

(3) 職員の給料及び手
　　当の適正化

中項目 小項目 細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標

管理職手当の支給率改定　※

時間外勤務手当の縮減　※

推　　進　　状　　況

改　革　の　項　目

中項目

改　革　の　項　目

勤勉手当の見直し　※

職員提案制度の導入

職員研修の充実

特殊勤務手当の見直し　※

小項目 細項目

民間への研修参加の促進

(2) 人事評価制度の
　　充実

人事評価制度の見直し

新たな人材育成基本方針の策定

新たな人事評価制度の導入

管理職試験導入の検討

(1) 職員の意識改革・
　　能力開発

職員の意識改革

職員の能力開発

定年退職時特別昇給の廃止　※

給与制度の見直し

人事評価による給与制度の見直し　※

勤務評定基準に関する研修

県との人事交流

担当部署 №

経験年数別職員研修の実施

実施予定年度　＊数字は数値目標

8



　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

７．健全な財政運営の推進

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 住民課 78

【住民課】再任用制度の導入については、退職者で徴収部門を引き受けてもらえる
かなど、住民課と総務課で協議していくことにしています。

○ 0.5% 住民課 79

【住民課】納税意識高揚に向けた広報活動の推進、現年分徴収率向上の推進、滞納
強制処分の促進、口座振替の推進、などを図っていくことにしています。
　平成２０年１０月から事務分担を班体制とし、収納班を設置し徴収の強化を図
る。
 平成２１年度に職員を県に派遣し、ベテランの県職員と共に本町の滞納処理を強化
する。

○ 関係課 80

【全課】新たな歳入増となるような事項の検討について、職員提案制度等も利用し
ながら進めていくことにしています。
【総務課】平成２０年度から「南関町ふるさと応援寄付金」に取組み、南関町出身
の町外在住者等に寄附を募っています。

○ 教育課 81

【教育課】平成１８年４月から次のとおり改正しました。
（町内者で夜間利用の主なもの）
　　　　　　　　　　　　　　　改正前　　　　　　　　　改正後
　農村広場　　　野　球　　３時間１，０００円　　　１時間１，７００円
　　　　　　　　ソフト　　１時間１，０００円　　　１時間１，２００円
　　　　　　　　テニス　　１時間　　１５０円　　　１時間　　２００円
　ふれあい広場　アリーナ　１時間　　１００円　　　１時間　　２００円
　Ｂ＆Ｇ　　　　プール　　　　　　　　３０円　　　　　　　　１００円
　　　　　　　　バスケ　１面１時間　１００円　　全面１時間　８００円
　　　　　　バドミントン　１面１回　１００円　　１面１時間　２００円

○ 住民課 82

【住民課】平成１８年４月から、一般ごみ、資源ごみ指定袋２５円／枚を大２５円
／枚、小１５円／枚、粗大ごみ指定袋２５円／枚をシール５００円／枚としまし
た。今後の見直しについては今しばらく様子を見たい。

○ 住民課 83

【住民課】平成１８年３月から、町外者の使用料を、
１２歳以上２０，０００円を４０，０００円に、
１２歳未満１７，０００円を３２，０００円に改定しました。
使用料について、指定管理者制度等と併せて検討していく。（Ｈ２０年度～）

○ 総務課 84

【総務課】平成１８年度事業から、既設地域内における追加加入分担金を３万円か
ら６万円に改定しました。

○ 関係課 85

【全課】これまで、体育施設使用料、ごみ処理手数料、火葬場使用料、情報通信格
差是正事業分担金などの見直しを実施してきておりますが、今後も全課にわたり使
用料や分担金の適正化に努めることにしています。

○ 総務課 86

【総務課】平成１８年５月に、未利用の土地や建物の処分計画を策定し、競売や有
効利用を推進していくことにしています。平成１８年度は旭町の教職員住宅を競売
しました。
　平成１８年度から里道、水路等を用途廃止し、普通財産として売却しました。
Ｈ１８年度　３件　３，５０６，１００円（旭町教職員住宅含む）
Ｈ１９年度　２件　１，３７０，４６０円

○ 経済課 87

【経済課】産業振興の重要な施策であり、Ｈ１７年度から１９年度にかけて次の企
業を誘致しました。
　・富士電機システムズ株式会社（Ｈ１８年１１月２４日操業開始）
　・株式会社三ツ矢エンジニアリング（Ｈ１９年６月１日操業開始）
　・ティエフオー株式会社（Ｈ２０年５月１日操業開始）
　・エイティー九州株式会社（Ｈ２１年３月完全操業開始予定）

推　　進　　状　　況

火葬場使用料の改定　※

体育施設使用料の改定　※

徴収強化策の推進　※

担当部署 №
実施予定年度　＊数字は数値目標

新たな財源創設プロジェクトの推進

受益者負担の適正化

公有財産（普通財産）の有効
利用

企業誘致の推進

情報通信格差是正事業分担金改定　※

その他の受益者負担額の改定　※

ごみ処理手数料の改定　※

小項目

町税等の確保

中項目 細項目

改　革　の　項　目

(1) 自主財源の確保と
　　強化策

未利用財産の有効利用と処分の検討

退職者再任用制度等の導入の検討
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○

 

関係課 88

【総務課】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
　　　　　　　Ｈ１６　　　Ｈ１７　　　　　　Ｈ１８　　　　　　Ｈ１９
町長　　　　　８３２　　　７９０　　　　　　６７２　　　　　　６７２
助役（副町長）６０５　　　５７４　　　　　　５１７　　　　　　５１７
収入役　　　　５７６　　　５４７　　　　　　４９３
教育長　　　　５５２　　　５２４　　　　　　４７２　　　　　　４７２
議長　　　　　３３３　　　３００　　　　　　３００　　　　　　３００
副議長　　　　２７５　　　２４８　　　　　　２４８　　　　　　２４８
議員　　　　　２５０　　　２２５　　　　　　２２５　　　　　　２２５
削減額計　　　　　　－１０,０５６　 　－３５,０９３　　－３７,６９４

各種委員等については、４３委員会中２８委員会において、定数の見直し及び報酬
の５％削減を行いました。

○ △5% 総務課 89

【総務課】長期財政計画に基づき、公債費の抑制を図ることにしています。
起債残高の推移
　Ｈ１９年度末　　５，２８１，５０１千円（－４４７，５８９千円）
　Ｈ１８年度末　　５，５０５，３３０千円（－２２３，７６０千円）
　Ｈ１７年度末　　５，７２９，０９０千円

○ 総務課 90

【総務課】毎年、ローリング方式で実施計画を策定し、事業の「重要性」「必要
性」「緊急性」の高いものから計画的に実施することにしています。

○ △10% 総務課 91

【総務課】平成１７年度から、特定地域への出張については日当を廃止していま
す。特定地域とは、荒尾市、玉名市、山鹿市、玉名郡各町、大牟田市、柳川市、筑
後市、八女市、山門郡及び三池郡の各町です。
平成２０年度　日当を５００円減額（削減効果△１，９６２千円）
　　　　　　　　　　　　　　Ｈ１６との比較（経常的なもののみで比較）
１９決算　１２，５６０千円（△９，９６４千円）
１８決算　１４，０９８千円（△８，４２６千円）
１７決算　１３，６８８千円（△８，８３６千円）
１６決算　２２，５２４千円

○ 関係課 92

【全課】惰性的な委託になっていないか、委託の期間や金額は適切か、不適切な経
費を含んでいないか、一定の期間で見直しをしているか、などを検証しながら削減
に努めています。
　文化財、町史編纂関係業務委託３名減

○ 関係課 93
【全課】常にコスト意識を持った執行に努めています。
　

○ 関係課 94

【総務課】借地料は平成１７年度決算で６，６８６千円（５４件）でしたが、平成
１９年度決算では６，０８８千円（５２件）となっております。
　建物等の敷地等を除き、今後の動静を見極め、再度購入すべきか否かを検討して
いくことにします。
 【経済課】大津山公園駐車場借地契約については、関所マラソン駐車場確保を考慮
し長期の賃貸借契約となっていたが、１９年度、一部解約を機に全体見直しを行
い、１９年度１件解約、２０年度末３件の解約となります。
　Ｈ１９．１２．３１（１件　１４０，０００円減額）
　Ｈ２０．１２．３１（１件　１３９，０００円減額）
　Ｈ２１．　３．３１（２件　４０６，０００円減額）
※契約件数　Ｈ１８：７件（７，９０１㎡）Ｈ２０末：３件（８４５㎡）

№ 推　　進　　状　　況

(2) 歳出の抑制策

小項目 細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署

公債費の抑制
　①起債残高の抑制

義務的経費の抑制及び削減

その他の経費の削減

　②委託料の縮減　※

　③需用費の削減

投資的経費の見直し

人件費の削減　※
　①特別職、各種委員等の報酬等の削減

　④借地料の見直し

物件費の縮減
　①旅費規程の見直し　※

普通建設事業の重点的な配分　※

改　革　の　項　目

中項目
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

○ 関係課 95

【全課】今後も、最小経費で最大効果となっているか（有効性）、負担の継続期間
は適切か（必要性）、社会情勢に合致しているか（妥当性）など適切に評価しなが
ら縮減に努めることにしています。
　Ｈ１９年度予算　３０，７５５千円（△８，２２４千円）
　Ｈ１８年度予算　３７，８６７千円（△１，１１２千円）
　Ｈ１７年度予算　３８，９７９千円
　（有明広域関係、退職手当負担金等は除いています。）

○ △10% 関係課 96

【総務課】Ｈ１７年度において、町単独補助金の１０％削減を行いました。今後
も、団体活動は活性化しているか（有効性）、惰性的な補助となっていないか（必
要性）、補助率の割合が５０％以下となっているか（妥当性）など適切に評価しな
がら縮減に努めることにしています。
　　　　　　　　　　　　　　Ｈ１６年度との比較
　Ｈ１９予算　９０，１７１千円（△７，８８３千円）
　Ｈ１８予算　８９，６７９千円（△８，３７５千円）
　Ｈ１７予算　８９，７０６千円（△８，３４８千円）
　Ｈ１６予算　９８，０５４千円

○ 総務課 97
【総務課】平成２１年度決算を平成２２年度に公表予定。

○ 総務課 98
【総務課】平成２１年度決算を平成２２年度に公表予定。

○ 総務課 99
【総務課】財政事情の公表については、毎年６月と１２月に行っています。
　予算と決算については、広報誌において公表します。

○ 関係課 100

【建設課】下水道事業の受益者分担金については、分割納付を基本とし、一括で納
めた場合は報奨金として２６，０００円を支給していましたが、１年の経過措置を
設け、Ｈ２０年４月から、分割納付制度は廃止することになりました。これによ
り、一括納付報奨金も廃止することになります。
　浄化槽事業の受益者分担金につきましては、事業所の大型浄化槽であっても分担
金は１３万円でしたが、Ｈ１９年４月から、戸建及び集合住宅のみを事業の対象と
し、５～１０人槽から４１人～５０人槽までの７段階の人槽区分により、納付して
いただくことになりました。５人～１０人槽はこれまでどおり１３万円です。

○ 建設課 101

【建設課】ホームページ、広報誌、無線放送による加入促進ならびに区長を通じて
加入促進に努めています。
　Ｈ１９年度は戸別訪問による推進を図りました。

公共下水道事業等の加入促進の強化　※

受益者負担の見直し　※

(3) 特別会計の健全化

バランスシートの作成

財務関係諸表の作成

　②補助金の整理統合　※

財務関係諸表の公表

補助費等の削減
　①負担金の見直し

行政コスト計算書の作成
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　　　　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム

８．公共施設の設置及び管理運営

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 福祉課 102

【福祉課】４園の保護者に対し、意見交換会、アンケート調査、民営化施設の視察
などを実施し、Ｈ１８年８月に保護者代表などからなる民営化検討委員会を設置し
ました。
　４回の検討委員会の後、Ｈ１８年１２月、「保育ニーズの高い第４保育園を先行
して民営化すべき」との答申をいただきましたので、早速、議会にも説明し相談し
ました結果、民営化の時期はＨ２０年４月とすることになりました。
　第４保育園に続く民営化の取り組みについては、検討委員会や保護者会の意見を
尊重するとともに議会の意見を含め総合的に検討した結果、Ｈ２２年４月から第
２、第３、第４保育園を統合して民営化し、第１保育園についても５年を目途に民
営化することになりました。

○ 福祉課 103
【福祉課】入所定員の見直しや改築などについては、民間活力導入とともに検討し
ていくことにしています。

○ 福祉課 104
【福祉課】養護施設の老朽化の問題等とあわせて、指定管理者制度などの民間活力
の導入を検討していくことにしております。

○ 福祉課 105

【福祉課】総合文化福祉センターにつきましては、Ｈ１８年９月から指定管理者制
度を導入し、有限会社南の関うから館が管理運営を行ってきましたが、Ｈ２０年４
月１日からは、津留建設株式会社が指定管理者として運営管理を行っています。

○ 関係課 106

【全課】コスト削減や利用時間、開館日の見直しなど住民サービスの向上のため、
指定管理者制度等による民間活力の導入を検討していくことにしています。

９．広域行政の連携強化

H17 H18 H19 H20 H21 H22

○ 関係課 107

【全課】現在、広域で共同処理している事務には、
・広域にわたる総合的な計画の策定
・消防に関する事務
・し尿処理に関する事務
・ごみ処理に関する事務
・介護認定審査会に関する事務
などがあります。今後も広域的処理が可能で、効率化が図られるような事務につい
ては、共同処理を推進していくことにしています。
　障害者自立支援法に関する事務（障害程度区分判定、医療費給付）を広域で処理
していくことになりました。また、老人ホーム入所判定審査を玉名郡市（１市４
町）で行うことになりました。

○ 関係課 108

【全課】日常生活圏の拡大等による行政需要の多様化に的確に対応するためには、
２市４町（荒尾市、玉名市、南関町、玉東町、和水町、長洲町）の連携強化による
一元的取組みを推進する必要があると考えています。

○ 総務課 109

【総務課】県の市町村合併推進構想によると、「南関町は、人口約１１，８００人
であるが、将来推計人口は、平成２７年には約１０，０００人弱となること等か
ら、総務大臣の指針の“おおむね人口１万人未満を目安とする小規模な市町村”を
踏まえ、将来的には、市町村合併によって規模・能力の充実強化が望ましい」とさ
れていることもあり、少子高齢化の進行、人口減少、財政状況の悪化、日常生活圏
や広域行政圏のつながりなどを踏まえながら町の将来のあり方について調査・検討
していくことにしています。

※印は、集中改革プランの実施項目

担当部署
中項目 小項目 細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標改　革　の　項　目

中項目 小項目 細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標

保育園の民営化の推進

延寿荘の管理運営の見直し

担当部署 №

(1) 広域行政の連携強
　　化

改　革　の　項　目

共同事業の推進

公共施設の共同利用の推進

(1) 効果的・効率的な
　　設置及び管理運営

保育園の民営化　※

市町村合併の調査・検討

民間活力導入の検討　※

その他の公共施設の管理運
営の見直し

養護老人ホームの入所定員の見直し及び改
築の検討

総合文化福祉センターの指定管理者制度導入※

指定管理者制度等導入の検討　※

推　　進　　状　　況

推　　進　　状　　況

№
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